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CSR 経営

日本曹達グループの価値創造

日本曹達グループの価値創造

日本曹達グループの価値創造
　安全と環境に配慮した有用な製品を開発、供給する化学企業グループとして、株主、従業員、取引先、地域社会の方々
等、関係するあらゆるステークホルダーと共存し、新たな価値を社会に提供することにより持続可能な社会づくりに貢
献してまいります。

人材への取り組み（ダイバーシティ経営）

2020年に目指す姿と事業戦略
人々の豊かな暮らしづくりや、

社会や地球環境が抱える
問題の解決に貢献

健全な社会の
発展に欠かせない

事業分野への取り組み

コーポレート・ガバナンス（経営マネジメント）

農業・医療・環境・情報といった健全な社会の発展
に欠かせない事業分野を中心に展開し、有用な新
しい製品や事業を継続的かつ安全に提供すること
で、幅広く社会貢献を行う。

地球環境とCSRに配慮する化学を中心とした事業
グループとして、国際化社会における存在感と必
要性を高める。

チャレンジ精神に溢れ、グローバル競争に勝てる
企業集団を形成し、グループ全体の企業価値を総
合的に高め、大きく飛躍する。

長期経営ビジョン
「Chemigress to 100※」

（2011年～2020年）

中期経営計画
（2017年度～2019年度）

《マテリアリティ》

次世代を見据えた取り組み

●気候変動の抑制に低炭素製品の
供給で貢献する

●日本曹達グループだけでは実現
できない目標をパートナーシッ
プで実現する

●次世代を担える人材育成
●次世代への研究開発

情報分野

●高機能な材料の提供によるすべ
ての人・環境に優しい情報機器
実現への貢献

環境分野

●化学（技術力）による健全な資源
循環への貢献

●持続可能な植物保護への貢献

医療分野

●医薬による健康をすべての人
に届けることへの貢献

農業分野

●農薬による食糧安全保障と持
続可能な農業への貢献

・�既存事業の拡大
・�新規事業の創出・開発推進
・�グループ事業基盤の強化

経常利益
130億円

成長投資500億円

ROE
7.0％以上

医療分野

環境分野

情報分野

次世代を
見据えた
取り組み

農業分野

（※）「  Chemigress to 100」とはChemicalとProgressからなる造語で「創立100年に向け、当社グループの生み出す化学を中心とする事業によって健全な社会の発展に寄与し
たい」という思いを伝えるものです。

企業価値を高めるCSR

企業価値を守るCSR
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日本曹達グループの事業とSDGs
　国連の開発アジェンダの節目の年、2015年の9月25日～27日、ニューヨークの国連本部で「国連持続可能な開発サ
ミット」が開催され、150を超える加盟国首脳の参加のもと、その成果文書として「我々の世界を変革する:持続可能な開
発のための2030アジェンダ」が採択されました。アジェンダは、人間、地球および繁栄のための行動計画として、宣言お
よび目標を掲げました。この目標が、ミレニアム開発目標(MDGs)の後継であり、17の目標と169のターゲットからな
る「持続可能な開発目標(SDGs)」です。
　日本曹達グループの「CSR基本方針」では「企業価値を高めるCSR」として、「事業活動を通じ、社会の持続可能な発展
に資する社会課題解決に貢献する。」と定め、製品を通じ貢献できるSDGsの目標に取り組んでいます。SDGsの課題を
一企業ですべて達成することはできませんが、世界中の多くの企業が課題の解決に向けて、それぞれができることに取
り組むことで持続可能な社会が実現できると信じています。

日本曹達グループのCSRとマテリアリティ

マテリアリティの特定の考え方
　日本曹達グループは、農業・医療・環境・情報など健全な社会発展に欠かせない4分野を中心に事業展開を行い、有用な
新しい製品や事業を継続的かつ安定的に供給することで社会の発展に貢献しています。持続可能な社会の発展に役立
つ事業を提供するために、「企業価値を高めるCSR」の中長期的なマテリアリティとして4つの分野「農業」「医療」「環境」
｢情報｣を導き出しました。また、CSRの基本方針で定めた４つのCSR領域についてマテリアリティとKPIを特定してい
ます。
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マテリアリティ特定プロセス

❶���日本曹達グループが企業価値を守るCSRに位置付けているマテリアリティは、化学企業グループとして、多種多量な
化学物質を取り扱っていることを認識し、人や環境に与える影響を最小限にする努力を常に行い継続することとし
ました。

❷���日本曹達グループが企業価値を高めるCSRと位置付けているマテリアリティについては、「GRI　G4ガイドライン」
「ISO26000」「SDGs」に沿って課題を抽出しました。評価優先順位付けは縦軸にステークホルダーにとっての重要
性、横軸に日本曹達グループにとっての重要性を設けた二次元平面からマテリアリティの重要性評価を行いまし
た。縦軸および横軸において共により重要と評価されたものが、より優先順位が高いと評価しました。

❸���優先順位付けにおける参考基準
　�ステークホルダーにとっての重要性
◦GRI　G4ガイドライン等の国際的なフレームワーク
◦持続可能な開発のための2030アジェンダ、持続可能な開発ファクトシート、SDGs
◦第三者意見
　�日本曹達グループとしての重要性
◦経営理念
◦日本曹達中長期経営計画との適合性
◦継続的発展を推進するための機会とリスク

 ステップ ２　有識者ダイアログによる検証・特定
❶���マテリアリティについて、考慮、認識すべき課題とズレがないか、農業、医療※、環境、情報の視点で検証するため、有
識者の皆様とのダイアログを実施しました。� �(2015年12月��8日)▶︎詳細を「CSR報告書2016」pp.13-14に掲載� �

(2016年12月��9日)▶︎詳細を「CSR報告書2017」pp.25-28に掲載� �
(2017年12月��8日)▶︎詳細を「CSR報告書2018」p.10およびweb版に掲載��
(2018年12月12日)▶︎詳細を「CSR報告書2019」pp.9-10およびweb版に掲載

■ 主なご意見（考慮すべき点、期待することなど）
◦��マテリアリティ分析の進め方は各社各様であり、社会課題から出発する企業もあれば、中期・長期の経営目標から出
発する企業もある。
◦KPIの選定は、次の段階に位置づける企業も少なくない。
◦環境、情報については、取り組むべき項目のレベルを農薬のように広くしても良いのではないか。
◦日本曹達がこの課題に真っ正面から取り組んでいることが、よく伝わってきた。

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
性

日本曹達グループとしての重要性

農薬による食糧安全保障と
持続可能な農業への貢献
化学(技術力)による健全な
資源循環への貢献
高機能な材料の提供による
すべての人・環境に優しい
情報機器実現への貢献

ステークホルダーダイアログ

（※）医療は、2017年にマテリアリティを特定しました。

 ステップ １　課題の抽出・評価優先順位付け

https://www.nippon-soda.co.jp/environment/pdf/dialog_all_2019.pdf


日本曹達グループ CSR報告書2019web　13

CSR 経営

日本曹達グループの価値創造

❷���実施後、頂いたご意見を基に修正を行い、日本曹達グループが取り組むべきマテリアリティについて、有識者のご
了解を得てマテリアリティを特定しました。

 ステップ ３　日本曹達グループ経営層への報告・承認
2015年11月20日CSR推進委員会に有識者ダイアログの前段の報告を行いました。
2016年2月経営会議、取締役会にて承認を得ました。
2016年5月CSR推進委員会にて報告を行いました。

 ステップ ４　PDCAの実行

Plan �▶︎�テーマごとのマテリアリティワークショップの計画（KPIの策定検討：2016年度開始）。
Do �▶︎�ワークショップの開催（2016年上期）。KPIの設定（2016年度下期）。

Check �▶︎�KPIの評価（2016年度末）と公表（2017年度開始）。
Act �▶︎�見直し（2016年12月から毎年度実施）。
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領　域 マテリアリティ KPI

企
業
価
値
を
高
め
る
Ｃ
Ｓ
Ｒ

農業分野

農薬による食糧安全保障と持続可能な農業への貢献
(1) 世界的な食糧・飼料の増産
(2) 作物保護の多様化
(3) 使用者安全性向上(化学品・製品安全)※

　  P.11
(1)セミナー開催状況
(2)取り組み状況
(3)取り組み状況

医療分野 医薬による健康をすべての人に届けることへの貢献
(1) NISSO HPCによる飲みやすく効果的なお薬 　  P.12 (1)貢献状況

環境分野

化学(技術力)による健全な資源循環への貢献
(1) 水資源供給の安定化
(2) 廃棄物削減による環境負荷の低減

持続可能な植物保護への貢献
(1) 貴重な松などを害虫から守る

　  P.13

(1)貢献した水の量
(2)取り組み状況

(1)取り組み状況

情報分野
高機能な材料の提供によるすべての人・環境に優しい
情報機器実現への貢献
(1) 人や環境に優しい高機能材料の提供

　  P.14
(1)当社品貢献端末数

次世代を見据えた
取り組み

気候変動抑制を低炭素製品の供給で貢献する
(1) 低炭素製品の供給で低炭素社会に貢献

日本曹達グループだけでは実現できない目標を
パートナーシップで実現する
(1) 企業・団体と目標への理念共有と協働

次世代を担える人材育成
(1) 安全を未来に継承できる教育システム
次世代への研究開発
(1) 人間社会、地球環境が継続的に発展でき、ビジネスにつながる研究開発

(1)取り組み状況

(1)取り組み状況

(1)育成状況

(1)研究状況

企
業
価
値
を
守
る
Ｃ
Ｓ
Ｒ

環境保全

(1)環境異常

　  P.15

(1)法令違反件数
(2)エネルギー
　 ①エネルギー原単位
　 ②物流エネルギー原単位

(2)使用量
　 ①原単位
　 ②原単位

(3)地球温暖化ガス排出削減 (3)排出量
(4)廃棄物
　 ①最終埋立処分量
　 ②ゼロエミッション

(4)廃棄物
①埋立量
②ゼロエミ比率

(5)大気への有害物質排出 (5)排出量
(6)生物多様性、生態系への影響の低減 (6)取り組み状況

保安防災・BCP
(1)重大設備災害

　  P.16
(1)事故件数

(2)BCP（事業継続計画）維持・改善 (2)BCP見直し状況

労働安全衛生
(1)労働災害
　 休業・不休 　  P.17

(1)労働災害件数

(2)健康増進 (2)私傷病発生件数

物流安全・品質保証
(1)物流事故クレーム

　  P.18
(1)物流クレーム件数

(2)製品クレーム (2)製品クレーム件数

化学品・製品安全
(1)化学品法令遵守

　  P.19
(1)管理状況、教育状況

社
会
活
動

お客様とともに
(消費者課題)

(1)消費者課題
　  P.20

(1)課題の把握状況

従業員とともに
(人権・労働慣行)

(1)多様性の受容
　  P.21

(1)多様性の数値
(2)働きがいと誇りが持てる職場づくり (2)職場満足度調査結果

取引先とともに
(公正な事業慣行)

(1)取引先
　  P.22

(1)行動規範遵守状況

株主とともに
(1)株主

　  P.23
(1)対話状況

地域社会とともに
(コミュニティ参画および
開発・社会との対話)

(1)地域懇談会・コミュニティ参画

　  P.24

(1)対話・関わりの件数と内容
(2)法的およびその他要求事項 (2)逸脱状況
(3)ステークホルダーエンゲージメントの積極的実施 (3)エンゲージメントの

　 件数と内容

ガ
バ
ナ
ン
ス

コーポレート・
ガバナンス (1)体制 　  P.25 (1)ガバナンス体制

コンプライアンス (1)法令等遵守 　  P.26 (1)法令違反状況

（※）「企業価値を守るCSR」の化学品・製品安全の取り組みを含みます。

CSRの基本方針で定めた4つのCSR領域についてのマテリアリティとKPIを下記に示します。

https://www.nippon-soda.co.jp/fields_and_products/pharm.html
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ステークホルダーダイアログ 2018

一般社団法人 株主と会社と社会の
和 代表理事、
一般社団法人 機関投資家協働対話
フォーラム 代表理事・事務局長

山崎 直実氏

日本曹達グループのCSRについての考え方、マテリアリティ、リスクマネジメントについて有識者との
ステークホルダーダイアログを2018年12月12日に開催しました。

「企業価値を高めるCSR」「企業価値を守るCSR」「社会活動」が企業価値向上にどのような意義をもつのか、
有識者とのESGの観点を取り入れたインタビューとディスカッションにより率直な意見交換が行われました。

出席者

<外部有識者>
山崎 直実 氏
一般社団法人�株主と会社と社会の和�代表理事
一般社団法人�機関投資家協働対話フォーラム�代表理事、事務局長

<日本曹達>
取締役専務執行役員（CSR推進統括）� 羽毛田�法之
執行役員（CSR推進室長）� � � 池田�正人
総務・人事室�総務グループ�広報・IRチーム� 有近�昌弘

※出席者の肩書、役職は、2018年12月時点のものです。

※本文中敬称略

有近 昌弘
日本曹達

日本曹達
羽毛田 法之

日本曹達
池田 正人

ステークホルダーダイアログ 2018

日本曹達グループの
マテリアリティから見る「現在・未来」
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ステークホルダーダイアログ 2018

1998年  8月　　RC活動宣言
2012年  4月　　CSR活動宣言
2014年  4月　　国内グループ会社8社にCSR活動導入
2015年11月　　第1回ステークホルダーダイアログ開催　マテリアリティを特定し取り組みを開始
2016年12月　　第2回ステークホルダーダイアログ開催
2017年12月　　第3回ステークホルダーダイアログ開催
2018年12月　　第4回ステークホルダーダイアログ開催

■農業分野
   ・持続可能な農業への挑戦：スマート農業、ドローン、種子処理、微生物農薬
■医療分野
   ・医薬による健康ライフ：錠剤の小型化による飲みやすさ改善、持続効果延長、３Dプリンタによる錠剤化
■情報分野
   ・高機能材料の可能性：環境に配慮した高機能材料、次世代通信対応の銅張積層板、フォトレジスト微細加工
■環境分野
   ・健全な資源循環の実現：災害適用スケットイレ、トイレゲル

日本曹達グループのあゆみ（RC、CSR）

「企業価値を高めるCSR マテリアリティ」と関連する事業活動

環境課題・社会課題は長期的な視点で事業活動にどのような影響を与えるか。

■ 労働人口減少、少子高齢化、地球規模の人口爆発など、グローバルな視点で社会課題を考えていく。
■ これまでやってきた農薬による食糧確保（安定的な収量確保）への貢献だけではなく、農業全体のバリューチェーンを

見据えた研究開発を推進し、既存事業の強みを生かしたイノベーションにも取り組んでいきたい。省力化や使う方に
とっての安全な農薬への期待は高いと感じている。

■ 例えば、種子にコーティングする新たな種子処理技術は、農家の方々の省力化はもちろん、農薬の環境負荷低減にも大
きく貢献できると考えている。グローバル展開を目指し、他社とのパートナーシップも検討していく。

ビジネスモデルの持続性に重要な影響を与える
環境課題・社会課題

テーマ

1

【背景】
環境課題や社会課題が経営に直接影響を与える時代を迎え、事業のパラダイムシフトが各業界、各セクターで起き始
めている。そのような経営環境において、企業が自ら重要課題を見極め、これから10年、20年、30年先の時間軸の変化
に応じて、長期的な目線でレジリエントな戦略を実行していくことが重要である。
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ステークホルダーダイアログ 2018

未来のゲームチェンジを想定し、どのように事業活動が変化していくのか。

社会の持続可能性にどのように貢献してきたか。なぜ実現できるのか。

■ 気候変動の影響により農業の地域特性はこれから大きく変化していく。農薬の種類も変わる可能性があり、新たなビジ
ネスチャンスとなり得る。環境課題も考慮した上で、 2015年、北海道の更別村に更別試験地をつくり、地域気候の影響
や農薬の新たな可能性についての研究を開始している。

■ 化学品の情報分野と医療分野については、市場の需要にレジリエントに対応する課題解決型の素材供給メーカーであ
り続けていく。例えば、医薬品添加剤の有効成分を機能させる技術において世界のリーディングカンパニーである。こ
の独自技術に社会変化をかけ算していくことで新たなマーケットを創出していく。

■ 長年培われてきた安全品質を最優先する企業文化があるからこそ、化学の力で次世代の夢を叶える製品開発と持続的
成長が実現できる。

■ 企業も従業員も同じ市民であり、世の中に受け入れて頂くことが企業の持続可能性の根幹である。そのためにもコンプ
ライアンス重視の取り組みを実行してきた。

■ 更なる企業倫理の充実を目指し、未来からのバックキャスティング手法で考え、ガバナンスが時代の変化にも十二分に
機能する魂のこもった在り方を検討していく。

ゲームチェンジの可能性とトランスフォーメーション

企業風土・文化の継承と発展、企業倫理の充実
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■ 環境課題・社会課題が与える事業活動への影響を機会とリスクの観点から捉え、体制構築にとどまらず機能す
る組織づくりを志向している。

■ 農業化学品は大きな変化に向けて進んでいる。社会課題による将来のゲームチェンジも見据え、省力化や効率化を
農薬メーカーらしいトランスフォーメーションに取り組んでいる。

■ 安全性や品質を最優先する日曹マンの企業文化は、持続的成長の源泉となっている。企業倫理を海外グループ
会社含め全社に浸透させている。

■ マテリアリティとリスクマネジメントを骨太に推進するため、ガバナンスの実効性を高める取り組みが丁寧に
行われている。

一般社団法人株主と会社と社会の和 代表理事、
一般社団法人機関投資家協働対話フォーラム 代表理事・事務局長 山崎 直実氏有識者の観点

【背景】
AIやIoTの進化、地球環境問題、人口問題の課題解決を持続的成長への戦略として取り組む動きが進んでいる。自動車
業界では既に大きな変化がみられるが、今後あらゆる市場においても、チャネル変化、新規プレイヤーの参入等をきっ
かけに予測できない変化＝ゲームチェンジが起きると考えている。投資家もそういったゲームチェンジを企業がどの
ように想定し変化しようとしているのかに注目している。

【背景】
企業が持続的成長を実現していくには、ガバナンスの在り方にも変化が必要になっている。体制構築だけではなく機
能面を重視し、その実効性について投資家は注目している。企業側も戦略に関してより大胆で素早い決断が必要に
なってくる。また、ガバナンス強化には企業倫理との整合性と、社内浸透の取り組みも重要である。

日本曹達グループは、企業倫理がすべての事業活動の根底に流れている。
今後長期の社会変化をどのように捉え、持続可能な社会の実現にどう動いていくのか注目したい。


